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賃金論におけるリカー ドウ及びマルサスとミルとの継承関係について
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要 旨
ミルの賃金の理論は、需要と供給による賃金の規定、マルサスと同様の「快さの標準」の
導入など、マルサスの賃金論を継承しているように見える。しかしミル自身は、賃金に関す
る理論をリカードウに負っているという。彼の分配論は理想的な私有制の分配制度の提示を
目的とするが、その重要な要件は適切な人口調整である。ミルは生産論において、労働者の
雇用は資本によって与えられるという。彼は、労働人口は資本の蓄積に依存するというリカー
ドウの立場に立ち、不生産的な消費が雇用を与えるというマルサスを批判する。分配論にお
ける賃金論でミルは労働人口を調整する最低限の賃金率を問題とし、そこに「出生率低下」
と「死亡率上昇」の二つの場合を見出してその出所をリカードウに求める。最低限の賃金率
はリカードウの「労働の自然価格」に相当し、そこには確かに二つの場合が存在する。リカー
ドウの労働の自然価格は発展的社会の人口法則を担保する論理であるが、マルサスの賃金論
は需要と供給による賃金率の調整論である。マルサスは「快さの標準」を導入しこの標準の
変動が必要な労働の提供のための賃金率を調整するという。かくしてミルはリカードウを継
承するが、出生率を低下させる最低限の利潤率を「快さの標準」とし、マルサスを受容して、
現実の社会ではこの標準が変動するという。ミルはリカードウの最低限の賃金率を、労働者
が主体的に変更しうる「快さの標準」に鋳直した。
【キーワード】J.S.ミル、古典派賃金論、快さの標準
1 問題の所在
本稿の課題は、J.S.ミル（John Stuart Mill：1806‐1873、以下ミルと略記）賃金論における
賃金決定の理論がD.リカードウ（David Ricardo：1772‐1823、以下リカードウと略記）を継
承しているのか、T.R.マルサス（Thomas Robert Malthus：1766‐1834、以下マルサスと略
記）を継承しているのか、及び、リカードウを継承しているとすれば、ミルとマルサスに共
通する「快さの標準“standard of comfort”」2という言葉は如何に整理されるべきかにある3。
1 全学教育機構
佐賀大学全学教育機構紀要 第5号（2017）
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ミル『原理』第2編第11章「賃金について」を一瞥すると、ミルはマルサスを継承してい
るという感をもつ。賃金決定の原理を労働需給のみをもって説く点、賃金基金を兵士や家事
使用人など不生産的労働者の賃金を含めて捉える点、労働供給の基準として「快さの標準」
を導入する点などは、マルサスの賃金論を想起させる。ミルの賃金論に対して、「マルサス
の需要供給説的賃銀論が継承されている」（荒牧1978、282頁）という評価が下される所以で
ある4。
しかしミル自身は、食料の騰落が賃金決定原理を通して賃金を動かす際の、人口減少を引
き起こす二つのケースを導出するに当たり、「リカードウ氏は、これら二つのケースは総て
のケースを含んでいると考えている」（340、②283）と述べ、リカードウの理論を高く評価
している。ミル『原理』では、他にもリカードウを高く評価する叙述が見られ、「ミルは、
経済理論に関するかぎり、「リカードウ学説の継承と完成」を目標としてきた」5（馬渡1997、
66頁）という見解もまた、重みがある。
以下では、最初にミル分配論の目的と方法を検討し、その上で、ミルの賃金決定の理論に
ついての検討を行う6。
2 ミル経済学の目的と分配論の課題
⑴ ミル『原理』の構造と目的
ミル『原理』には「序文」が付けられており、そこにおいて彼は本著の課題について述べ
ている。その課題の一つは最近数年間の「新しい見解や…思索の結果を組み込み、そしてそ
れらを、この主題についての最良の思想家たちが既に打ち立てた原理と調和させる」ことで
あり、課題の二つは、ミルはこちらが主たる課題だと言うが、アダム・スミスが行ったよう
に、「こうした原理と応用とを組み合わせる」ことである（xci、①23‐24）。というのもミル
は、「経済上の前提のみに基づいて解決することができるような実際的問題は恐らくは存在
し得ない」（xci、①23‐24）と考えるからである。こうしたミル『原理』の目的から、ミル
は分配論を如何に説こうというのであろうか。
2 “standard of comfort”という言葉には、色々な訳語が当てられている。例えば「娯楽の水準」、「楽
しみの標準」、「生活水準」、「愉楽の標準」などであが、本稿では「快さの標準」と訳す。
3 以下においてミルの『経済学原理』はミル『原理』と略記し、引用に際してはMill（1965）の頁及び
邦訳の巻と頁を記す。リカードウの『経済学及び課税の原理』はリカードウ『原理』と略記し、引用
に際してはRicardo（1953）の頁及び邦訳の頁を記す。マルサスの『経済学原理』はマルサス『原理』
と略記し、引用に際しては原則としてMalthus（1987）の頁及び邦訳の巻と頁を記す。
4 マルサスとミルとの継承関係を社会思想の観点から探った労作に、松井名津（2000）がある。松井は、
ミルが「生活水準の向上というマルサスの視点」を、「人間の幸福」のための経済成長の問題として
継承したと主張している（197頁）。本稿で問題にするのは、理論的な継承関係である。
5 引用の「」内は、ミルのW.テイト宛の手紙（1833年9月24日付）からとられたもの（Letter to W. Tait,
Sep.24, 1833, in Collected Works of John Stuart Mill, Vol. XII, p.178）。
6 ミルの賃金論については、賃金基金説及び賃金・利潤相反関係論等の重要な問題を論じるべきである
が、本稿では、ミルの賃金決定の理論に焦点を絞る。欧米における古典派賃金論研究の高揚を受けて、
日本における研究動向をリカードウの賃銀論と J.S.ミルの賃金基金説撤回問題に焦点を当てて整理し
た文献に、出雲雅志（1995）がある。
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⑵ ミル分配論の構成上の特徴とその目的
ミルは、ミル『原理』第2編「分配」の冒頭で自らの分配論の特徴を記している。その一
つは、生産と分配との峻別である。すなわち、「富の生産における法則や条件は物理的真理
の性格を持つ」が、「しかし、富の分配については…専ら人間に特有の制度に関する事柄で
ある」（199、②13‐14）。ここからミルが引き出しているのは分配の歴史的な性格であり、将
来における分配の規則の変更可能性である。ミルは、分配を規制する制度を「社会の法律と
慣習」と捉え直し7、これらは共同体の支配層の意見や感情によって定まるため、時代や国
によって異なり、また人間の選択によって変更が可能だと言う8。
特徴の二つは、ミル『原理』第3編「交換」の冒頭で示される生産の法則および分配の法
則の価値・交換の法則との峻別である。ミルは、「現在の産業生活の中においてすら、交換
は生産物の分配に関する基本的法則とはなっておらず、ただ、分配を実行する機講の一部に
過ぎない」（455、③18）という。彼は、分配法則は交換の法則を前提にしなくとも、実物的
に説けるというのである9。
ミルが、分配法則を生産法則や交換法則から峻別して追及する目的は何か。ミルによれば
分配の規則は社会における支配層の意見や感情に基づくものであった。しかし、「人間の意
見が発生する法則については、経済学の検討範囲には含まれない」、というのも「それらは、
人間の進歩についての一般理論という、経済学よりも遥かに大きく、経済学よりも遥かに難
しい探求主題の一部をなしている」（200、②15）からである。ミルが設定する分配論の対象
は、分配を定める規則が作用する結果である。この結果についてミルは、生産に関する法則
と同様に、人間の恣意に拠って左右されることのない「物理的な性格が濃いもの」であり、
それ故科学性が担保されうると考えている（200、②15）。
ミルは様々な分配様式の作用する結果を、私的所有制度を中心に据えながらも、過去及び
「理論上考えうる」将来の様々な分配制度について検討している10。注目すべきは、ミルが
7「物が一度存在するようになれば、人類はそれを個人的にも集団的にも、好きなように処分すること
ができる。…さらに、社会的な状態にある場合には、いかなる物であれ、その処分は、社会の合意に
よってのみ、というよりもむしろ、その社会において積極的な権力を握っている者の合意によっての
み実行しうる。…それ故富の分配は、社会の法律と慣習とに基づく」（199‐200、②14‐15）。
8「富の分配を決定する規則は、共同体の支配層の意見と感情とによって定められるものであり、それ
らは時代が異なりまた国が異なるとともに極めて異なっており、そして人間がそう選択するのであれ
ば、なおさら大きく異なりうるに相違ない」（200、②15）。
9 この分配法則の性格把握は、価値論を冒頭で説くリカードウ『原理』とは極めて異なるものである。
欧米においては、周知のように、リカードウとミルとの論理体系の継承関係について二つの対立する
意見がある。両者の体系を一般均衡論と解するHollander（1987）と、両者の違いを理論的な分離だ
とするBlaug（1978）である。馬渡（1997）は、Hollander や Blaug の見解を、これらの見解は「分
配と交換との間には一般均衡論的分析用具しかないという予断」に基づくものと批判しつ、ミルを「ス
ラッファーの先駆け」と看做しうる可能性を示唆している（162頁）。
10「ここで私たちが考察しなければならないのは、富がそれに従って分配される規則の、原因ではなく、
結果である。…私たちは以下において、土地と労働との生産物の、実際に採用されたあるいは理論上
考えうる様々な分配様式について検討する。こうした中で私たちが注意を向けるべきは、その二次的
諸特質については変化してきたし、将来も変化しうる…私有財産の制度である」（200‐201、②15‐6）。
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分析の対象に、共産制といった将来の分配様式を含ませていることである。ミルにとって分
配は人為的諸制度の問題であり人間が恣意的に選択しうるものであるから、ミルは将来の分
配様式が私有制から論理必然的に出てくるとは考えていない。ミルがこれを検討の俎上に上
せるのは、将来の人類が私有制と共産制との選択を迫られることを想定した上で、共産制が
「実行不可能だなどとは決して言えない」（203、②22）ことを明らかにするためであり、私
有制と正当な比較を試みるために、まだ理念の段階にある共産制ではなく「その長所のすべ
てを伴った共産制」の検討が必要であることを指摘するためである11（207、②28）。
しかしミルは返す刀で、現行の私有制が実施された結果についても痛烈な批判を加えてい
る12。すなわち、現行の制度の下では「労働の生産物が、ほとんどその労働に反比例して割
り与えられて」おり、これに比べれば共産制の難点は「秤に落ちた羽毛」に過ぎず、それゆ
えミルは、最良の共産制と正当な比較を行うための私有制もまた、「現在のようなものでは
なく、創り出しうるようなもの」でなければならないと言うのである（207、②28‐9）。ミ
ルが分配様式の検討において追究するのはむしろ私有制であり、将来の分配様式を正当に評
価するために必要となる、現在とは異なった、思考が作り出しうる限り最良の私有制度であ
る。ミルは、「財産制度の終着点について判断を下すために、私たちは、報酬と努力との間
の比率についての公平の原則に反するように働く諸制度の原因となる総てのことが是正され
ていると仮定しなければならず、…また、二つの条件が実現されていることも仮定しなけれ
ばならない、すなわちそれら二つの条件の一つは教育の普及であり、もう一つは社会の人口
数の適切な制限である」13（208、②30）という。ミルの分配制度の検討には、分配の公平性
と共に人口の問題が不可欠な条件として設定されていることに、注意を払う必要がある14。
ミルは、考えうる限りでの理想的な私有制が人口すなわち労働者数の自己調節機能を内包し
ているかどうかを、検討を要する重要な課題として設定するのである。
かくしてミルの分配論は、生産の法則との峻別と価値・交換法則との峻別という構成の下
11 ミルは「労働者同士のアソシエーションの形成」を論じ、本来ありえないはずの社会主義への必然的
移行論を誤って『原理』に持ち込んだという解釈もあるが（安井2014、殊に第4章「『論理学体系』
の方法から『経済学原理』の社会主義論を読む」を参照のこと）、この問題については、「労働者同士
のアソシエーション」の性格を如何に捉えるかについての詳細な議論を要するがゆえに、本稿では取
り扱わない。
12 ミルに言わせれば、「そもそも、私有財産制度の原理というものは、どこの国においても、いまだか
つて正しい試験を受けたことがない」（207、②29）。
13 ミルはこうした比較基準を明らかにすることについて、上記の二つの基準が備わっていれば、現下の
社会制度においても貧困はなくなるし、そうすれば「社会主義の問題は、社会主義者たちが一般に言っ
ているような、現在人間性を抑圧している害悪から逃れるための唯一の避難所へ飛んでゆくという問
題ではなく、ただ、将来が決定すべき、（共産主義と私有制の）どちらが比較的に優れているかとい
う問題である」（208、②30‐31）、と言う。ミル分配論における基本的な分析視覚は、比較体制論にあ
ることは確かである。
14 ミルの時代は、人口の過剰が現実的な社会問題となっていた時代である。この点は、19世紀末以降の、
人口減少が問題となる時代とは大きく異なる。Blaug（1978）は、ミル経済学の新規性を評価しつつ
も、この点を以って「絶望的なほどに時代遅れ」だと評している（p．231、Ⅱ368頁）。とはいえミル
が、産業社会における人口問題すなわち人間の再生産の問題を、現実的な資本蓄積過程のなかに如何
に論理的に位置づるうるかと問うていること自体は、評価に値するように思われる。
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に、人為的な性格をもつ分配法則の作用する結果を実物的に説くものであり、その目的は、
私有制の理想的な分配様式を描き出すことにある。ミルが分配論を検討する際の対象は、私
有制の下で分配法則が作用する結果であり、私有制社会の存続・発展の条件である15。では
ミルは、こうした私有制の検討を如何に行おうというのであろうか。
⑶ 分配論検討の方法
ミルは、私有制下での生産物の分配は、競争と慣習に基づくという（239、②90）。分配、
ことに賃金の分配に関しては、周知のようにリカードウやマルサスも慣習（custom）ない
し習慣（habits）を重要な要素として考慮している。しかしミルは、経済学が競争の原理を
通して初めて科学の性格を備えうることは認めながらも、特にイギリスの経済学者は専ら競
争を強調して慣習を軽蔑し、競争の傾向が判れば、競争は実際にも常にそうした傾向を実現
すると考えている、と苦言を呈している16。
ミルが問題にしているのは、競争が実施されていても慣習によって競争が生じない、ある
いは競争の効果が不完全にしか発揮されない場合、つまり、「慣習が競争に対抗する力を有
している」（244、②99）場合である。ミルは、「競争が…無制限の支配力を事実においても
発揮すると考えることは、人間社会の現実的な進路を大きく誤解するものであるに違いない、
…私が言っているのは、競争を妨げるものが何も存在しない場合、すなわち競争に対する障
碍が、こうした事態の本性としても、また人為的な障碍物としても存在しない場合のことで
あるが、それでも、その結果が競争によって決定されるのではなく、慣習ないしは習わしに
よって決定される場合、すなわち、競争が全く生じないか、あるいは、競争に本来備わって
いると普通には考えられているような仕方とは全く異なった仕方によって競争の効果が生み
出されている場合のことである」と言う17（239、②91）。
かくして、ミルの分配論検討の方法は、競争が完全に実施された結果だけでなく、競争の
15「経済学は、これから先しばらくの間は、主に、私的財産と個人の競争に基づく社会に属する存続と
発展の条件を研究するであろうということ、そしてこの主題が人間の進歩の現段階において主に目的
とするのは、個人所有の制度を転覆させることではなく、その改善であり、社会のあらゆる構成員を
この制度の利益に完全に浴させることである、と断言することができる」（214、②41）。
16「一般的に経済学者は、なかでもイギリスの経済学者は、これらの作用因のうち専ら第一のものを強
調し、そして競争の結果を誇張するとともに、これに対抗する他の原理を全く考慮に入れないのが常
であった。彼らは恰も、競争の傾向が行うことを示し得たならば、その傾向の行うことすべてを、競
争はあらゆる場合に実際に行うのだ、と考えているかのように主張しがちである」が、とはいえ、「地
代、利潤、賃金、価格…の唯一の規制者が競争であると仮定することでこれらのものを規制する極め
て普遍的で科学的に厳密な諸原理を確定することができる」のであるから、経済学者の本務がこうし
た原理の確定であるのは正当なことであり、彼らにこれ以上を望むことはできない」。（239、②90‐91）
17 ミルは、慣習が競争に対抗する力を有する一例として、小売価格が一物一価とはならないことを挙げ
ている（244、②99）。ミルは，卸売りが営業上の取引であるのと異なり、買い手が消費者である場合、
「実際の消費者が支払う価格は、競争の作用から影響を受けるのが極めて遅く、また不完全である」
という（243、②97）。つまりミルは、完全な競争が行われている場合においても、そこには、競争の
過程に現実的に現れて行動する人間の感覚が、原理とは異なる作用を生み出す場合があるというので
ある。
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中で、習慣によって競争の効果が不完全にしか発揮されない場合の結果の検討である。そこ
で、こうしたミルの分配論検討における意図はどのように具体化されているのか、これに目
を転じよう。
3 ミルの賃金論
⑴ 生産論における賃金の把握
ミル『原理』第一編「生産」においては、資本を考察する際に、併せて賃金についても考
察されている。ミルは資本を、第一義的生産要件である労働及び自然に対し、これらを実際
に働かせて「新規の生産を営むための基金」（56、①119）であり「事前に蓄積された生産物」
（55、①117）だと把握し、こうした資本の大部分が賃金や給与の支払いに当てられる、と
いう（58、①123）。それゆえ、労働は資本によって規制されるのであるが、同時に、資本の
増加は労働のための雇用の増加をもたらし、そこには明瞭な限界はない（p．66、①138）。
ミルは雇用を、資本の蓄積に依存し、資本蓄積の下で存在するものと捉える。
ミルはこの資本蓄積に、様態の区別を見出している。一つは、資本家が収入を家事労働者
の雇用から生産的労働者の雇用に転換する場合であり、二つは、奢侈品への支出から生産的
労働者の雇用に転換する場合である。ミルは、第一の場合には、蓄積の進行によって、労働
者を維持するための食料の向かう先が、家事使用人から生産的労働者へと転換されるだけで
あり、資本の蓄積にはなんらの支障も出ないが、しかし第二の場合には、労働人口は増える
が彼らを維持するための食料はない、この第二の場合には食糧が輸入されるだろうが、それ
が不可能な場合には、彼らは一年間、食料の低い割り当てに甘んじなければならない、しか
し次の年には、より多くの食料が生産され、より少ない奢侈品が生産されることになる、と
言う（56‐7、①119‐20）。
こうしてミルは、資本の増加はつねに労働者に仕事を与えるという。しかしミルは、富裕
な人たちの不生産的支出は貧しい人たちに職を与えるという意見が、スミス以降、今日にお
いても高名な著述家たちによって主張されていることに注意を促し、この著述家の中に、
チャーマーズ18らと共にマルサスを含めている（67、①142）。確かにマルサス『原理』にお
いては、急速な資本蓄積が起これば、需要が衰え、それ以上の蓄積の誘引がなくなることを
根拠に、「莫大な生産力を持つ国は不生産的消費者の一団を持つことが絶対に必要である」
と論じられている（463、下326）。マルサスの一般的過剰供給（general glut）に結びつく議
論である。マルサスの見解に対してミルは、資本家や土地所有者の奢侈品の消費がなくなっ
たとしても、それによって彼らの消費力が破壊されるわけではなく、この消費力は彼らが雇
18 チャーマーズの議論は確かにマルサスと類似しており、彼にもまた「快さの標準」に似た標準がある。
真鍋（2013）はチャーマーズの「享楽の一般標準（general standard of enjoyment）」の概念を明らか
にするとともに、それをマルサスやミルの「快さの標準」と対比し、ミルの「快さの標準」は「人口
増減の基準」であり、それは「チャーマーズの「享楽の一般標準」と類似している」（40頁）という
評価を下している。
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用する労働者に移転されるだけだと批判し、この問題に関連させて、資本の増加が労働に及
ぼす影響を論じている。ミルは、資本の増加に比して労働者数が増加する場合としない場合
を想定し、次のようにいう。資本の増加に比して労働者数が「増加するとすれば、この場合
には困難は生じない。新しい人口のための必需品の生産が、以前に人口の一部をなした人々
のための奢侈品生産に取って代わり、失われたものと正確に同じ量の雇用を提供する。しか
し、人口の増加が生じないと想定した場合には、以前には資本家および土地所有者が奢侈品
に支出していた総てが、追加的賃金の形で現在の労働者の間に分配される。労働者が必需品
の供給を十分に受けていると仮定すればどうなるか。労働者が奢侈品の消費者となり、以前
に奢侈品の生産に充用されていた資本はやはり以前と同様に使用される」（67‐8、①140‐1）。
ミルは、富を制限するのは消費者の不足ではなく、生産者及び生産力の不足であり、「資本
が増加すれば、いつの場合にも、労働の雇用か労働の報酬が増加し、労働階級を富裕にする」
（68、①141）というのである。ここに、資本の増加に主導されて労働者数の増加や労働の
報酬が定まるという、第二編の分配において検討されるミル賃金論の基本的な考え方を見る
ことができる。
ミルは、こうした資本についての考察の最後に、「商品に対する需要は労働に対する需要
ではない」（78、①160）という命題を提示する19。彼は、「労働に対する需要は、生産に先立っ
て存在する賃金によって構成されるものであって、生産の結果である商品に対して存在する
需要によって構成されるものではない」（79‐80、①163）と述べ、「この法則は、普通の人々
の理解からすれば一つの逆説であり、高名な経済学者の間においてすら、リカードウ氏及び
セー氏を除けば、このことを自己の見解として常時、確実に保持していた人を挙げることは
できない」（80、①163）と、リカードウを高く評価する。従って、少なくとも資本蓄積およ
び賃金に関しては、ミルはマルサスではなく、リカードウと歩みを共にしているのである。
⑵ 分配論における賃金決定原因論
ミル『原理』第2編第11章「賃金について」において設ける考察課題の第一は、「一般に
労働賃金を決定する、あるいはこれに影響を及ぼす原因」（337、②276）である。ミルはこ
の第一の考察課題に、「賃金を決定する原因」と「賃金の決定に影響を及ぼす原因」との区
別を設ける。ミルは、イギリスのような近代的産業社会では、「賃金の主な規定者は競争で
あり、慣習や個人的な性格は…軽微な程度でこれを修正するに過ぎない」（337、②276）と
述べるが、慣習を決して軽視するわけではない。前項の考察対象における区別と重ね合わせ
て考えれば、「賃金を決定する原因」は賃金の主たる規制者である競争の働きに関連し、「賃
金の決定に影響を及ぼす原因」は「慣習による競争の修正」に関わる問題である。こうした
19 Vint（1994）は、このミルの命題がリカードウ『原理』第3版第31章で提示された「労働階級は、そ
の国の純所得の支出方法に、少なからぬ利害関係を有している」（392、451）という問題を継承する
ものだと主張している（p．154）。
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考察課題と想定を設けたで上でミルは、「賃金を決定する原因」について、「賃金は主に労働
の需要と供給によって、あるいはよく使われる表現を用いるならば、人口と資本との割合に
よって定まる」（337、②276‐7）というのである。
賃金を決定する要因は人口と資本、すなわち「労働の供給」と「労働に対する需要」の二
つである。ミルの言う「労働の供給」は、資本に雇用される生産的労働者だけでなく収入に
よって雇用される家事使用人等の不生産的労働者を含んだ「雇われて働く人々の数」を意味
し、また「労働に対する需要」は、流動資本のうち労働を直接購買するために支出される部
分に兵士や家事使用人などの不生産的な労働の購買に支払われる資金を加えたものを、すな
わち「ある国の賃金基金（wages-fund）と呼ばれてきたものの総額」を意味している（337、
②277）。資本は労働者雇用のための基金であり、人口は基金が対象とする労働だと捉える視
角は、リカードウにしてもマルサスにしても同じである20。しかし、リカードウの資本と人
口の把握は流動資本の中の賃金とそれが雇用する労働者であるのに対し、マルサスの場合は、
ミルと同様に、資本及び収入と、それをもって雇用される不生産的なものを含む労働者であ
る。とはいえミルは、「生産的労働の賃金がこの基金のほとんど全部を成している」（338、
②277）と看做し、便宜的には、賃金は人口と資本との割合によって定まると言いうるとい
う。ミルは、資本と人口の厳密な把握ではマルサスに同意しつつも、少なくとも論理の上で
はリカードウの立場に立つ。
ミルは資本および人口を、彼の方法論に基づいて交換の理論を媒介させることなく、働く
労働者の数と彼らに支払われる賃金基金として実物的に捉える。ミルにおいては、賃金決定
の要因によって定まるのは、労働者一人当たりの食糧・生活必需品・便益品等の量、すなわ
ち「実質賃金」である。とはいえ、賃金決定論におけるミルの関心は、この実質賃金が如何
にして定まるかではなく、むしろ、実質賃金が如何に変動するかにある21。というのも、ミ
ルは賃金決定原因論の最後において、「賃金（その意味は、もちろん、通常言われる（general）
賃金率である）は、雇用する労働者を充用する基金の総体が増加するか、あるいは雇用を求
めて競争する者の数が減少するのでなければ上昇することはできないし、雇用に向けられる
基金が減少するか、支払いを受ける労働者の数が増加することを除けば、下落することがで
きない」（338、②277‐8）と述べるからである。
それゆえミルにとって重要なのは、実質賃金が何を要因として如何に変動するかである。
この実質賃金変動において立ち現れるのが習慣の問題である。ミルはこの問題を、続く第2
節「賃金に関するいくつかの通俗的見解の検討」において論じる。
20 資本についてリカードウは「労働の維持のための基金（the funds for the maintenance of labour）」（108
‐9、127頁）と述べ、マルサスも第2版では同じ言葉を使っている（224、下18頁）。
21 佐々木（1995）はミルの経済学方法論からミル賃金論の構造を論じ、「ミルが重視したのは、均衡的
な平均賃金に関する共存の法則というよりも、そのような平均賃金の変化に関する法則」であり、そ
れは「平均賃金の未来の動向を予測」し、「さらに賃金基金と人口とに積極的に働きかける」ためで
あると指摘している（201頁）
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⑶ 賃金決定に影響を及ぼす要因論
ミルが「賃金に関するいくつかの通俗的見解について」の節で説明している「通俗的見解」
は、三つある、一つは「賃金は商いが好況であるときに高い」という見解、二つは「高い物
価は賃金を高くする」という見解、そして三つが「賃金（言うまでもなく貨幣賃金のことで
ある）は食糧価格と共に変動する」という見解である。ミルは、最初の二つの見解について
は、遊休資本の存在（第一の見解）や高物価に刺戟された資本蓄積の進行（第二の見解）を
根拠に、何れの場合も賃金は賃金決定の原理を通して動くことを説明しているが、しかし第
3の見解については「この見解は、…部分的に正しいに過ぎず、また正しい場合でも、それ
は、資本と労働との間の割合に対する賃金の依存関係を決して変えるものではない」（340、
②282）と記して、これに多くの紙幅を割いて説明している。
周知の通り、食糧価格の変動と賃金との関係はリカードウ資本蓄積論の根幹を成し、また
ミルの資本蓄積論においても重要な役割を担う問題である。それゆえ第2節におけるミルの
中心的な論点が、この第三の見解にあることは頷ける。ミルは、食糧価格の高低という問題
を、それが賃金決定の基本的な原理に如何なる影響を及ぼすかという観点から検討するので
ある。
食糧価格の変動と賃金との関係についてミルは、「季節毎の豊作・凶作によって異なる食
糧価格の高低は賃金を動かさないし、むしろそれは、時として、想像されるものとは逆の方
向に価格を動かす傾向がある」が、「しかし、食糧価格が高いか安いかは、それが永続的な
性格を持っており、また事前に推測しうる場合には、賃金を動かしうる」（340、②282）と
いう。
食糧価格が賃金を動かす要因としてミルが着目しているのは、作柄の豊凶以外の、例えば
劣等地耕作の進展・穀物貿易の途絶・技術改良の停滞等による食糧価格の騰貴によって惹き
起こされる人口減少による賃金の上昇などであろう。こうした食糧価格の上昇は多少とも永
続的な性格を有し労働階級の境遇を悪化させるであろうが、ミルに拠れば、食糧価格の騰貴
によって賃金が上昇する場合は二つある。一つは、労働者の生活水準が低く、辛うじて普通
の子供の数を養う水準にある場合であり、この場合には、賃金は「夭折する子供の数の増加」
（340、②382）によって上昇する。二つは労働者の生活水準が食糧価格の騰貴に耐えうるほ
ど高く、またこの余裕のある生活習慣を彼らが必需品と看做している場合であり、この場合
賃金は、食糧価格の騰貴がこの余裕のある生活習慣を彼らから取り上げるや否や、彼らが「人
口の増殖力に対して抑制を加える」ことによって、すなわち「出生数の減少」によって上昇
する（340、②283）。そしてこの二つの場合の何れかを通じて、「賃金は、ほぼ一世代を経た
後ではあるが、食料の価格に順応する」（340、②283）。この二つの場合の後者において、ミ
ルは、労働者が身につける慣習ないしは感情が、第一の場合とは異なる結果を生み出すとい
うのである。
食糧価格と人口の動態との関連については、リカードウもマルサスも言及している。食糧
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価格の低下による実質賃金の上昇が続く間に労働者は増殖力を逞しくする傾向にあるが、仮
にこの間に労働者が便益品あるいは奢侈品についての嗜好を身につければ、労働者の境遇は
改善されるという指摘は、リカードウにもマルサスにもある。また、食糧価格の騰貴による
実質賃金の低下が人口の変動に影響を及ぼす二つの要因である「幼児死亡率の上昇」と「出
生率の低下」とは、周知のように、生産された食糧を超えて増加した人口が陥る窮乏のもた
らす結果と、そうした窮乏に陥らないために社会が課している結婚の制限という、マルサス
『人口論』のキーワードでもある。しかしミルは、この二つの要因を並べて、「リカードウ
氏は、この二つの場合は総ての場合を含んでいると考えている」（340、②283）と述べ、食
糧価格の変動に伴い人口動態が賃金の変動に及ぼす影響に関する理論を、マルサスにではな
く、リカードウに求める。すなわち、リカードウ「氏の主張に拠れば、どこにも最低限の賃
金率（minimum rate of wages）というものがある。それは人口を維持することが肉体的に
可能である最低限の賃金率か、あるいは国民が人口の維持を選ぶ最低限の賃金率かである。
そして一般的賃金率はいつもこの最低限に近づこうとしており、それは、人口増加率の減退
が表面化するのに必要な時間より長くは、引き続きこの最低限以上となることはできず、ま
た長い間引き続きこれ以上となることもできない、と氏は主張する」（340‐1、②283）。
ではミルは、如何なる根拠をもって、人口の動態が賃金の変動に及ぼす影響に関する議論
を、マルサスにではなく、リカードウに求めるのであろうか。この場合リカードウとマルサ
スが、第一に、人口調整の機能として上記の二つの場合を如何に取り扱っているか、その際
に、第二に、最低限の賃金率をどのように考えているかが問題となるであろう。換言すれば、
両者が、ミルの方法論の検討において明らかにした、理想的な資本制の条件として、人口調
整機能をどのように組み込んでいるかである。両者の議論を見ておこう。
4 リカードウ及びマルサスにおける賃金論とミルの対応
⑴ リカードウの「労働の自然価格」の理論と「最低限の賃金率」
「最低限の賃金率」をリカードウに求めるならば、それは彼の「労働の自然価格（natural
price of labour）」であろう。リカードウ『原理』における労働の自然価格の定義は、「労働
者たちが、平均的にいって、生存し、かつ彼らの種族を増減なく永続させるのに必要な価格」、
すなわち実質賃金がそれを下回れば、労働の単純再生産が不可能となる価格であり、その内
容は、労働者の貨幣賃金が購買しうる「食物、必需品、および習慣により労働者にとって不
可欠となっている便益品の分量」である（93、109）。そして労働の市場価格は「その自然価
格からどれほど離れようとも、…これに一致する傾向をもって」いる（94、110）。ミルはこ
のリカードウの労働の自然価格を、「最低限の賃金率」と看做したと考えることができよう。
しかし、リカードウの労働の自然価格には、人口を減少へと向かわせる要因が果たして含ま
れているのであろうか。
リカードウの労働の自然価格は、食物から習慣に基づく便益品までを含んでいた。リカー
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ドウは、労働の自然価格は、様々な国、様々な時代の「国民の習慣や慣習に依存する」（96‐
7、113）と考えているから、彼の労働の自然価格に、労働の自然価格が食物と僅かな必需
品のみを内容とする場合と、食物から便益品までを内容とする場合とが含まれていると想定
することは可能であろう。さらにリカードウは、賃金の自然価格とこれを巡る賃金の市場価
格の動態のなかで人口の反転が起こることを示唆する叙述も残している。すなわちリカード
ウは、賃金が労働の需要・供給によって左右される限り、社会の発展につれて労働に対する
需要は労働の供給よりも緩慢にしか増加できなくなるから賃金は低下するが、同時に賃金が
支出される商品が騰貴するから「労働者は二重に打撃を受け、まもなく完全に生存を奪われ
る」が、この時、「労働の賃金は低下するのではなく、上昇する」（101、118）と述べ、実質
賃金が生存を保障する最低限の賃金率以下になれば、賃金は低下から上昇に転じることを指
摘している。リカードウはまた、労働の自然価格すなわち最低限の賃金率が高い水準にある
国民の場合について、「イギリスの労働者は、もしも彼の賃金がジャガイモ以外の食物を購
買することができず、また泥小屋よりも良い住宅に住むことができない程であるならば、彼
の賃金はその自然率以下にあり、家族を維持するにはあまりにも乏しいと看做すであろう」
（97、113）とも述べている。リカードウは、最低限の賃金率がジャガイモの食事と泥小屋
の住居よりも高い水準にあるイギリスにおいて賃金の市場率がこの最低限を下回った場合に
は、労働者は家族の数を増やさないと考えているのである。
リカードウの「労働の自然価格」の内容は、労働者が彼自身と家族とを維持するのに必要
な「食料、必需品、及び習慣から彼に不可欠となっている便益品の分量」であった。いわゆ
る労働の維持に必要な「賃金バスケット」である。労働者及び彼の家族は、この資本として
生産され・提供される「賃金バスケット」の諸賃金財を消費することによって初めて生存す
ることが可能となる。リカードウが、労働需要を構成する資本を「労働の維持のための基金」
と呼ぶ所以である。この労働の自然価格に労働の市場価格は傾向的に一致するのであるが、
こうして成立する労働の自然価格では、労働に対する需要は一定不変であると同時に労働の
供給も一定不変である。それゆえリカードウの労働の自然賃金は、労働の供給を一定不変に
保つために必要な価格、いわば労働の単純再生産費である。リカードウの労働の自然価格は、
労働にも一般商品と類似した自然価格を設定することで、労働の再生産が資本に従属するこ
とを明らかにするものであり22、それはリカードウにおける人口調整の論理を基礎づけるも
のである23。
かくしてリカードウの賃金決定論には、ある国、ある時代においては賃金の自然価格は一
22 リカードウの「労働の自然価格」については、中村（1978）及び中村（1996）第8章「リカードウ賃
金論への接近：その基礎的理解の試み」を参考にした。
23 Stirati（1994）は、リカードウの労働の自然価格概念成立の困難性を指摘している。すなわち、「リ
カードウの自然価格の定義では、…労働市場における不均衡は…人口の変動によって修正されなけれ
ばならない。…しかし、商品市場における供給の需要に対する調整は急速に行われるが…労働の場合
にはそうではない。…かくして労働価格と他の商品価格との間のアナロジーは「人間の生産」に特有
の性格のゆえに、困難に陥る」（pp．149‐50）。Stirati（1995）も参照のこと。本稿ではリカードウに
―11―
定という想定の下に、ミルの言う二つの種類の最低限の賃金率が組み込まれており、また、
資本の動向によって労働人口の供給が定まるという、発展的社会の「すぐれて内生的・社会
的な」（中村1978、265頁）人口法則が含まれているのである。
⑵ マルサスの賃金変動の理論と「快さの標準」
このリカードウの労働の自然価格を「最も不自然な価格」であり、「数百年の間、普通に
は生じえない」価格（247、下17）だとして否定するのがマルサスである。彼は、「労働の賃
金の変動」は、「一時的にだけでなく永続的にも」、「労働の供給に比例した需要の変動によっ
て規制される」（241、下9‐10）と、賃金論を賃金の決定というよりもむしろ賃金の変動の
という視点から捉えた上で、労働の市場賃銀が傾向的に一致する労働の自然価格を「その国
の現実的な事情において、労働者の平均的な需要を十分に満たすような平均的供給を惹き起
すのに必要な価格」（247、下18）と規定する。
マルサスにとってこの需給の原理は、一国の資源（第2版では「労働を維持するための基
金」）が要求する労働を供給する役割を果たすものである。彼は、「（一国の）資源が停滞的
であって、下層階級の習慣に促されて停滞的人口を低廉に供給してくれる間は、労働の賃金
は不十分なものであろうが、しかしそれでも、人民の現実的な習慣の下で停滞的人口を維持
するのに必要なもの以下には下落しえない、というのも、仮定では、この国の資源は停滞的
であって逓増的でも逓減的でもなく、したがって需要と供給の原理は常に人民の増加または
減少を惹き起すような賃金を妨げるからである」（246、下15）というのである。羽鳥（2000）
が指摘するように、「マルサスの自然価格とは、…需要と供給の均衡状態で成立する均衡価
格と同義の概念」（99頁）であり、資源が逓増的である場合には、労働に対する需要を満た
すのに必要な労働の価格は高い均衡価格であればよく、資源が停滞的である場合には、労働
者は低い労働価格で必要とされる労働を提供すればよい。だとすれば、マルサスにとって労
働供給は賃金の理論の外に置かれている。マルサスは、労働の自然価格をリカードウのよう
に「労働の再生産費に結び付けて捉えることにはなんの意義も認めない」（羽鳥2000、99頁）
のである。
このように需給の原理を以って賃金の変動を捉えるマルサスではあるが、彼においても最
低限の賃金率は存在する。マルサスは、労働者の生活を可能とする最低の賃金である労働の
生産費を、賃金を決定する需給の原理と共に、「労働人口の維持および増加のための供給条
件」と捉え、これが「労働の供給を規制する」（241、下10）という。では、マルサスの場合、
労働の需給による賃金決定原理と最低限の賃金率とによって、労働の供給は如何に行われる
のであろうか。
マルサスの賃金変動の理論でも、労働の市場価格は労働の自然価格よりも、時には上に、
内在して、彼は「人間の生産」には特有の性格があるがゆえに、労働の自然価格を以って、資本によ
る労働の再生産と内包を捉えようと試みたと考えている。
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時には下にある。労働の市場価格がその自然価格より高い場合には労働階級の境遇は良好で
あり、低い場合は不良であろう。そこでマルサスは、「社会の労働階級の境遇は、一部はそ
の国の資源と労働に対する需要との増加率に依存する」（248、下18）という。しかしマルサ
スはこれに続けて、「しかし、一部は労働者の衣食住に関する習慣に依存する」（248、下18）
として賃金変動の原理に労働者の習慣を導入し、「習慣が固定されたままだとすれば、早婚
や大家族を維持することができるのは、…資源と労働に対する需要の逓増する比率に依存す
るが、…資源が固定されたままであるとすれば、社会の下層階級の楽しみは…それがなけれ
ば労働者がその人数を増やすことに同意しそうもない必需品および便益品に依存する」（248、
下18）という。マルサスは、労働の市場価格がその自然価格よりも高い場合を想定し、労働
に対する需要の増加によって人口増殖力が強化される事態と共に、習慣によって人口増殖が
抑制される事態を導入して労働の需給に基づく賃金変動の理論に最低限の賃金率を織り込み、
賃金の変動を説明しようと試みているのである。
マルサスは、上記の二つの要因、すなわち労働に対する需要の増加率と労働者の習慣とは
共に変化するという。資本蓄積の動態に「一般的供給過剰」が出来する可能性を確信するマ
ルサスであるから、労働に対する需要は可変的であり、逓増と停滞とを繰り返す。他方の労
働者の習慣が可変的である原因をマルサスは、労働階級の「深慮の習慣」及びそれを可能と
する「市民的自由」の存在如何に求める（251、下21）。従って労働に対する需要の増加と労
働の習慣とは必ずしも必然的な関連を有しないのであるが、マルサスは、「一般的には、一
緒に変化するのが、これら（労働に対する需要と労働者の習慣）の傾向である」（248、下18
‐9）として、両者を連動させる。
これらを前提として賃金の具体的な動態を説明するためにマルサスが導入するのが、「快
さの標準」である。彼は、「一国の資源が速やかに増加しつつあり、また、労働者が多くの
必需品を支配しているときには、もしも労働者が余った食料を便益品や娯楽品と交換する機
会を得れば、彼らはこれらの便益品に対する嗜好を身につけ、それに応じて彼らの習慣が形
成される、他方、資源が殆ど停滞的になるときには、こうした習慣は、それがかつて存在し
たものであったとしても、失われてしまうのが見られ、そして人口が停滞するより先に、快
さの標準は必要なところまで引き下げられる」（248‐9、下19）という。
マルサスのいう「快さの標準」は、労働階級が慣習的に必須なものと看做す便益品や娯楽
品の平均的な大きさである。マルサスは、この「快さの標準」が労働に対する需要に応じて
変化するという。マルサスにとって重要なのは、「その国の現実的な事情において、労働者
の平均的な需要を十分に満たすような平均的供給を惹き起す価格」の実現であったが、彼は、
労働者が多くの必需品を支配していて「快さの標準」が高い状態を前提に、労働に対する需
要が逓増的であり高賃金が続けば、労働者は必要以上に労働者を増加させるのではなく、便
益品や娯楽品に対する嗜好を獲得して「快さの標準」を上昇させることで人口の増加を適切
な水準に調整するし、労働に対する需要が逓増的な状態から停滞的な状態に転じて低い賃金
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が続いた場合には、労働者は習慣としてもっていた「快さの標準」を引き下げ、この低い賃
金で必要な労働量を提供するようになるというのである24。
かくして、マルサスは最低限の賃金率を彼の賃金変動の理論に組み込んでいる。それが彼
の「快さの標準」であり、高い賃銀に「比例した人口増加率の促進を伴うことのない、生活
様式や便益品及び娯楽品享受の決定的な改善」（250、下20）に向かわせる「快さの標準」で
ある。そこにはミルのいう「出生率の低下」が働く。しかしマルサスの賃金変動の理論では、
労働に対する需要が停滞的であり低い賃銀が続く場合には、この「快さの標準」が必要とさ
れる低い水準にまで低下することで、賃金は「停滞的人口を維持するのに必要なもの以下に
は低下しない」。それゆえマルサスには、「出生率」を低くする最低限の賃金は存在するが「死
亡率」を高くする最低限の賃銀率は存在しない25。それは、マルサスの「快さの標準」が、
労働の市場価格を、社会が必要とする労働を供給するための価格すなわちマルサスの言う「労
働の自然率」に調整するためのものだからである26。
⑶ ミルの対応
かくしてミルは、労働に対する需要の増減と人口の増減との関係を論理的に取り扱うため
の「死亡率の上昇」と「出生率の低下」との二つのケースから成る最低限の賃金を内包した
賃金決定の理論を、マルサスではなく、リカードウから継承した。とはいえ、ミルがリカー
ドウを継承するのは、ここまでである。ミルは言う。
「この（リカードウの）主張は真理を含んでいる。そしてその真理は、抽象的科学の目的か
ら言えば、氏の主張を是認するのに十分なものである。氏の結論は、…仮説的には、すなわ
ち、氏が出発点にすえる仮定を承認するならば、真理である。しかしながら、これを実際に
あてはめるにあっては、氏がいう最低限は、特にそれが肉体的最低限ではなく、道徳的最低
限とでも名づけうるものであるときには、それ自身が変化しがちであるということを考えて
おく必要がある」（341、②283‐4）。
賃金を規定する競争と慣習という観点から言えば、慣習に左右されるのは、ミルが摘出し
24 マルサスは、「ある期間低い賃金が続いたために労働者の間に、ほんの少しの生活資料を稼ぐ見込み
をもって結婚する習慣が生じるとすれば、こうした習慣は、必要な労働量を低い賃金率で供給するこ
とによって、低い賃金の原因になる」（249、下19‐20）といっている。
25 マルサス『原理』の「労働の賃金について」の章で彼が「快さの標準」を中心に据えて「労働階級の
習慣について」論じる第2節と「労働に対する需要」に関する第3節とは、「一国の人口が労働者の
生産資料に対する支配力と歩調を合わせて進むのを妨げる」（257、下28）二つの原因の究明を目的と
している。マルサスは『人口論』において、人口は食料のある限り増進し、その結果悲惨な困窮を招
くと論じたが、マルサス『原理』では、そうした自然（神）の摂理を人間が如何にして調整しうるか
が問題とされているように思われる。
26 柳田（1998）は、マルサス『原理』の「快さの標準」と『人口論』の「貧困の標準」に着目し、「マ
ルサスは「怠惰の奢侈」を含んだ「愉楽（快さ）の標準」の向上を勤労階級に説き、他方でそれを含
まない「貧困の標準」の引き上げを最下層階級に唱えた」（33頁）と主張する。マルサス『原理』が
如何なる論理をもって労働者の「快さの標準」を向上させようとしたのかについては興味深い論点で
あるが、マルサス『原理』では「貧困の標準」が消えていることは確かである。
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た第2の「出生率の低下」のケースである。彼はこのケースにおける、習慣に基づき人口が
減少に転じるための最低限の賃金率は現実には可変だというのである。ミルはこの最低限の
賃金率を「道徳的最低限」と名づけ、さらにそれを「快さの標準」と呼ぶ。すなわち、「労
働者の間に習慣的となっている高い「快さの標準」が、（高い賃金）を引き下げる障碍となっ
ているとすれば、食料価格の騰貴は…次の二つの方法をもって作用するであろう。すなわち、
思慮に基づく人口制限に対する漸次的影響を通して生じる賃金の騰貴によって修正されるか、
あるいは、…この階級の生活の水準を永続的に下げるか…、である」（341、②284）。
この「快さの標準」を上昇させることは、競争に対して唯一対抗しうる力である慣習がな
しうる技である。繁栄の時期に、労働者にとって不可欠であると考える「快さの標準」を永
続的に高くすることができなければ、賃金も結局は低下して、労働者の生活が以前よりもよ
くなることはない、しかし不幸にして、「快さの標準」が永続的に高くなることは決して必
至のことではない、そこには、「快さの標準」を高めるために、労働者をこれに向かわせる
人為的な工夫が必要だとミルは言うのである（342、②285）。
かくしてミルの「快さの標準」は、リカードウの労働の自然価格に内包された最低限の賃
金率のうちの、労働者により多くの便益品や娯楽品を享受させるための「道徳的最低限」が、
労働者の感情及び行動の規範として彼らの前に顕在化したものである。それは、マルサスの
「快さの標準」にように、労働に対する需要に導かれて形成され、また失われてゆくもので
はなく、労働者の意識によって獲得されるものなのである。
4 結 論
ミルは、賃金論における賃金決定の純粋理論について、資本による労働人口の調整の存否
という観点から、マルサスではなく、リカードウを継承した。ミルはリカードウの「労働の
自然価格」を、人口を減少させる転換基準としての最低限の賃金率へと鋳直し、それを現実
社会に応用するために、「快さの標準」名づけて提示した。ミルの「快さの標準」は、労働
者が幸福に向かって自ら人口調整を行う可能性を秘めた行動規範である。彼は、古典学派に
共通する社会の発展状態を前提とするのではなく、周期的な経済変動を繰り返す近代社会の
状況を前提として、労働者自らが「快さの標準」を上昇させることによる労働階級の境遇の
改善の可能性を打ち出そうと試みたのである。
とはいえ、ミルがこうした賃金理論を形成する際に、多くのものをマルサスから学んでい
ることもまた確かである。とくに、「快さの標準」が景気循環の過程において変動すること、
この基準が簡単に失われてゆき、維持することが極めて難しいことなどは、ミルの理論に不
可欠の要素として埋め込まれている。マルサスがミルに及ぼした影響もまた重要なもので
あったと言うべきであろう。
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